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１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 8,512,973 △2.2 776,234 9.5 403,453 3.4

2021年３月期第３四半期 8,700,507 △3.9 708,807 2.9 390,013 △7.6

(注) 包括利益 2022年３月期第３四半期452,610百万円(△87.3％) 2021年３月期第３四半期3,560,664百万円( 338.1％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 105.12 －

2021年３月期第３四半期 96.46 －
　

(注)「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 301,053,363 15,993,410 4.4

2021年３月期 297,738,131 16,071,067 4.6

(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 13,381,579百万円 2021年３月期 13,794,361百万円

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 0.00 － 50.00 50.00

2022年３月期 － 0.00 －
2022年３月期(予想) 50.00 50.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 11,150,000 △4.9 920,000 0.6 480,000 14.8 126.09

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(注) 詳細は、【添付資料】Ｐ．７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記

　 事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 3,767,870,229株 2021年３月期 4,500,000,000株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 56,471,751株 2021年３月期 456,635,301株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 3,838,131,742株 2021年３月期３Ｑ 4,043,354,659株

(注) 期末自己株式数には、株式給付信託が保有する当社株式が、2022年３月期第３四半期392,000株、2021年３月

期496,100株含まれております。また、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数には、株式給付信

託が保有する当社株式が、2022年３月期第３四半期424,418株、2021年３月期第３四半期506,140株含まれて

　 おります。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績予想等将来に関する記述は、当社が現在把握している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、当社としてその達成を約束するものではありません。実際の業績等は、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大による影響、金利の変動、株価の変動、為替相場の変動、保有資産の価値変動、経

済・金融環境の変動、競争条件の変化、大規模災害等の発生、法規制の変更等様々な要因により大きく異なる可

能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第３四半期連結累計期間の経常収益は、郵便・物流事業セグメントが1,524,902百万円（前年同期比30,660百万

円減）、郵便局窓口事業セグメントが879,891百万円（前年同期比112,043百万円減※）、国際物流事業セグメントが

530,519百万円（前年同期比33,748百万円減）、銀行業セグメントが1,555,637百万円（前年同期比241,952百万円

増）、生命保険業セグメントが4,821,041百万円（前年同期比306,294百万円減）となったことなどにより、連結経

常収益は8,512,973百万円（前年同期比187,534百万円減）となりました。また、経常利益は、郵便・物流事業セグ

メントが72,034百万円の経常利益（前年同期比16,199百万円減）、郵便局窓口事業セグメントが28,980百万円の経

常利益（前年同期比13,691百万円減※）、国際物流事業セグメントが16,983百万円の経常利益（前年同期は8,339百

万円の経常損失）、銀行業セグメントが394,495百万円の経常利益（前年同期比80,613百万円増）、生命保険業セグ

メントが270,097百万円の経常利益（前年同期比9,205百万円増）となったことなどにより、連結経常利益は776,234

百万円（前年同期比67,427百万円増）となりました。

　以上の結果、連結経常利益に、特別損益、契約者配当準備金繰入額、法人税等及び非支配株主に帰属する四半期

純利益を加減した親会社株主に帰属する四半期純利益は、403,453百万円（前年同期比13,440百万円増）となりまし

た。

※ 第２四半期連結会計期間より、当社グループの報告セグメントの区分として従来「その他」に含まれていた

日本郵政インフォメーションテクノロジー株式会社及び株式会社システムトラスト研究所の営む事業を「郵便

局窓口事業」に変更しており、前年同期比については、区分方法の変更に伴う組替後の数値により記載してお

ります。

（２）財政状態に関する説明

① 資産の部

資産の部合計は、前連結会計年度末比3,315,232百万円増の301,053,363百万円となりました。

主な要因は、買現先勘定3,795,823百万円の増、コールローン1,125,000百万円の増、有価証券1,117,637百万円

の増の一方、現金預け金1,673,319百万円の減、債券貸借取引支払保証金816,987百万円の減によるものです。

② 負債の部

負債の部合計は、前連結会計年度末比3,392,889百万円増の285,059,953百万円となりました。

主な要因は、貯金4,260,930百万円の増、売現先勘定3,687,723百万円の増、借用金827,467百万円の増の一方、

債券貸借取引受入担保金2,905,322百万円の減、責任準備金2,112,962百万円の減、その他負債276,631百万円の減

によるものです。

③ 純資産の部

純資産の部合計は、前連結会計年度末比77,657百万円減の15,993,410百万円となりました。

主な要因は、利益剰余金1,665,608百万円の増、自己株式の消却等による自己株式782,437百万円の増、非支配

株主持分335,125百万円の増の一方、資本剰余金2,626,484百万円の減、繰延ヘッジ損益123,156百万円の減、その

他有価証券評価差額金85,204百万円の減によるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期の連結業績予想につきましては、2021年11月12日に公表した通期の業績予想から変更はありませ

ん。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

現金預け金 62,719,113 61,045,793

コールローン 1,520,000 2,645,000

買現先勘定 9,721,360 13,517,184

債券貸借取引支払保証金 2,585,087 1,768,099

買入金銭債権 638,985 428,731

商品有価証券 13 7

金銭の信託 10,029,932 10,520,074

有価証券 193,703,491 194,821,128

貸出金 9,655,811 9,239,981

外国為替 80,847 88,520

その他資産 2,716,321 2,735,863

有形固定資産 3,153,739 3,061,072

無形固定資産 240,194 221,874

退職給付に係る資産 64,184 64,395

繰延税金資産 919,448 901,995

貸倒引当金 △10,400 △6,356

資産の部合計 297,738,131 301,053,363
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

貯金 187,984,760 192,245,691

売現先勘定 14,886,481 18,574,204

保険契約準備金 61,159,597 58,949,872

支払備金 419,021 388,008

責任準備金 59,397,720 57,284,757

契約者配当準備金 1,342,855 1,277,106

債券貸借取引受入担保金 6,092,013 3,186,690

借用金 4,228,180 5,055,647

外国為替 514 495

社債 300,000 300,000

その他負債 2,851,705 2,575,074

賞与引当金 126,149 35,372

退職給付に係る負債 2,210,273 2,287,669

従業員株式給付引当金 535 255

役員株式給付引当金 952 806

睡眠貯金払戻損失引当金 73,830 70,609

保険金等支払引当金 2,851 1,951

特別法上の準備金 904,816 962,409

価格変動準備金 904,816 962,409

繰延税金負債 844,400 813,203

負債の部合計 281,667,063 285,059,953

純資産の部

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金 4,085,191 1,458,707

利益剰余金 4,374,229 6,039,837

自己株式 △831,661 △49,224

株主資本合計 11,127,759 10,949,320

その他有価証券評価差額金 2,893,921 2,808,717

繰延ヘッジ損益 △329,275 △452,431

為替換算調整勘定 △104,433 △97,921

退職給付に係る調整累計額 206,389 173,894

その他の包括利益累計額合計 2,666,601 2,432,258

非支配株主持分 2,276,705 2,611,831

純資産の部合計 16,071,067 15,993,410

負債及び純資産の部合計 297,738,131 301,053,363
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

経常収益 8,700,507 8,512,973

郵便事業収益 2,086,852 2,022,874

銀行事業収益 1,312,419 1,554,442

生命保険事業収益 5,127,323 4,821,029

その他経常収益 173,913 114,626

経常費用 7,991,700 7,736,738

業務費 5,879,973 5,524,819

人件費 1,858,243 1,831,223

減価償却費 214,375 195,436

その他経常費用 39,107 185,258

経常利益 708,807 776,234

特別利益 9,143 23,355

固定資産処分益 3,946 18,257

移転補償金 1,040 922

受取保険金 1,925 4,158

受取補償金 1,795 －

その他の特別利益 435 16

特別損失 29,994 82,292

固定資産処分損 1,946 2,949

減損損失 10,875 5,796

特別法上の準備金繰入額 5,389 57,592

価格変動準備金繰入額 5,389 57,592

事業譲渡損 － 11,203

老朽化対策工事に係る損失 2,075 －

その他の特別損失 9,707 4,750

契約者配当準備金繰入額 68,523 51,289

税金等調整前四半期純利益 619,432 666,008

法人税、住民税及び事業税 168,494 181,193

法人税等調整額 △10,550 △9,175

法人税等合計 157,943 172,018

四半期純利益 461,489 493,990

非支配株主に帰属する四半期純利益 71,475 90,536

親会社株主に帰属する四半期純利益 390,013 403,453
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 461,489 493,990

その他の包括利益 3,099,175 △41,380

その他有価証券評価差額金 3,031,080 123,077

繰延ヘッジ損益 75,203 △138,351

為替換算調整勘定 △2,568 6,174

退職給付に係る調整額 △4,534 △32,281

持分法適用会社に対する持分相当額 △5 0

四半期包括利益 3,560,664 452,610

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,986,273 320,141

非支配株主に係る四半期包括利益 574,390 132,468
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

（剰余金の処分）

当社は、2021年５月14日開催の当社取締役会において、会社法第452条及び第459条第１項第３号並びに当社定款

第39条第１項の規定に基づき、その他資本剰余金を繰越利益剰余金に振り替えることにより、繰越利益剰余金の欠

損額の補填に充当することを内容とする剰余金の処分を行うことを決議し、同日付けで処分を実施いたしました。

この結果、当第３四半期連結累計期間において、資本剰余金が1,267,127百万円減少し、利益剰余金が同額増加して

おります。

（自己株式の取得）

当社は、2021年６月10日開催の当社取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による当社定款第39条

第１項の定めに基づき自己株式を取得することを決議し、2021年６月11日に取得を終了いたしました。この結果、

当第３四半期連結累計期間において、自己株式が249,999百万円（276,090,500株）増加しております。

また、当社は、2021年10月６日開催の当社取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による当社定款

第39条第１項の定めに基づき自己株式取得に係る事項を下記のとおり決議いたしました。この結果、当第３四半期

連結累計期間において、自己株式が48,546百万円（55,979,700株）増加しております。

　取得に係る事項の内容

(1) 取得対象株式の種類 当社普通株式

(2) 取得し得る株式の総数 133,000,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合3.5％）

(3) 株式の取得価額の総額 100,000百万円（上限）

(4) 取得期間 2021年11月１日から2022年４月28日まで

(5) 取得の方法 自己株式取得に係る取引一任契約に基づく市場買付

（自己株式の消却）

当社は、2021年６月18日開催の当社取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式を消却することを

決議し、2021年６月30日付けで自己株式732,129,771株を消却いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間

において、資本剰余金及び自己株式がそれぞれ1,080,816百万円減少しております。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末の資本剰余金の残高は1,458,707百万円、利益剰余金の残高は

6,039,837百万円、自己株式の残高は49,224百万円となっております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等を

第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、郵便・物流事業

の郵便、荷物に係る収益については、従来引受時点で収益を認識していましたが、収益認識会計基準等の適用によ

り、引受から配達完了までの一定期間にわたり収益を認識するよう変更しております。また、郵便局窓口事業のカ

タログ販売等に係る収益については、従来顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、収益認

識会計基準等の適用により、代理人取引として総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識する

方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　



日本郵政株式会社(6178) 2022年３月期 第３四半期決算短信

8

この結果、当第３四半期連結累計期間の経常収益が57,082百万円減少し、経常費用は52,025百万円減少し、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ5,057百万円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は、

4,972百万円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これにより、市場価格のある株式の評価について、

期末前１カ月の市場価格の平均等に基づく時価法から、期末日の市場価格等に基づく時価法に変更しております。
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（セグメント情報）

１．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計郵便・
物流事業

郵便局
窓口事業

国際物流
事業

銀行業 生命保険業 計

経常収益

外部顧客に対する
経常収益

1,493,912 72,357 530,348 1,554,442 4,821,029 8,472,089 40,100 8,512,190

セグメント間の
内部経常収益

30,990 807,534 171 1,194 12 839,902 259,306 1,099,209

計 1,524,902 879,891 530,519 1,555,637 4,821,041 9,311,992 299,407 9,611,399

セグメント利益 72,034 28,980 16,983 394,495 270,097 782,592 207,050 989,642

（注）１．第１四半期連結会計期間より、「金融窓口事業」は「郵便局窓口事業」に報告セグメントの名称を変更して

おります。

　 ２．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

３．「その他」の区分には、報告セグメントに含まれていない宿泊事業、病院事業等が含まれております。ま

た、「その他」の区分のセグメント利益には当社が計上した関係会社受取配当金（203,393百万円）が含まれ

ております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 782,592

「その他」の区分の利益 207,050

セグメント間取引消去 △211,269

調整額 △2,138

四半期連結損益計算書の経常利益 776,234

（注）「調整額」は、国際物流事業セグメントのセグメント利益の算出方法と四半期連結損益計算書の経常利益の算

出方法の差異等によるものであります。

　３．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの区分方法の変更）

当社グループ内の業績管理区分の一部変更に伴い、第２四半期連結会計期間より、当社グループの報告セグメン

トの区分として従来「その他」に含まれていた日本郵政インフォメーションテクノロジー株式会社及び株式会社シ

ステムトラスト研究所の営む事業を「郵便局窓口事業」に変更しております。

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「(会計方針の変更)」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益

認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しておりま

す。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「郵便・物流事業」の経常収益は5,759百万

円減少し、セグメント利益は5,077百万円減少、「郵便局窓口事業」の経常収益は50,807百万円減少、「銀行業」の

経常収益は468百万円減少し、セグメント利益は50百万円増加、「その他」の経常収益は489百万円減少し、セグメ

ント利益は30百万円減少しております。

　


